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 B to B の採用フェーズ
ポーターが明らかにしたサプライヤーや買い
手2)からの一般的な競争圧力要因と B to B の
採用圧力はどのような関係であるのか。
 B to B の普及フェーズ
サプライヤー側と買い手側に対し，どのよう
なメカニズムで B to B が普及するか。とくに
プロアクティブ型企業とリアクティブ型企業で
の普及メカニズムにはどのような違いがあるか。

























で確認しておきたい。まず，B to B は，B to C
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でも，B to B ということばでこれを統一する。
2) 本稿では，売り手側をサプライヤー，顧客側を
買い手ということばで統一する。
B to B 型組織間関係とＩＴマネジメント
卸売業者を中心とするサプライチェーンの日米比較
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に比べ関係づけのあり方が複雑なため，サプラ










な B to B の実態を反映しているのかわからな
くなってしまう。そうした誤謬を避けるため，
先行研究でしばしば行われてきたサーベイ方法






Ｃ側もすべて B to B 型であり，しかも機械や
食品など取り扱う商品によってあらゆる業界と




































３ B to B の採用フェーズ






































































B to B 採用の有無と競争圧力との関係













ついて，B to B 採用の有無による競争圧力の
差異はみられない。








































表１ B to B 採用有無による競争圧力の違い











































































数もある(直取引の脅威と B to B 採用圧力)。
日本ではＡ12に示したように，B to B 競争
圧力との関係が一部みられるものの，それ以外
で B to B 採用圧力と相関の高い項目は皆無で
ある。Ａ１，Ａ９の結果にこの事実を合わせる
と，B to B 競争圧力は一般競争圧力要因から
ほぼ独立しているということができる。
Ａ13 (日米)：日米とも B to B 採用圧力は，
基本的に他の競争圧力要因と独立している。
４ B to B の普及フェーズ
普及フェーズでは，B to B 普及による便益
獲得のメカニズムを明らかにする。B to B の
普及には，Ｓ側とＣ側のそれぞれで取引パート
ナーや取引セットを拡大する方策がある。また，








述する)。Ｐ型企業とは，環境からの B to B
採用圧力に関わらず環境変革的に B to B 普及
を進める企業，Ｒ型企業とは，環境からの B







引先に対する B to B の採用比率 (Ｓ側とＣ側)，




(IT Invest) と投資評価の強さ (Control) を変














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































５ B to B による取引依存性の変化
B to B の普及に伴う取引パートナー間の取
引依存性の問題は，理論的には意見が分かれる



















まったく違う 97 29 37 28 8 199
やや違う 21 71 43 22 4 161
どちらとも言えない 15 30 88 28 4 165
ややあてはまる 2 11 13 20 2 48
まったくその通り 2 4 4 2 2 14












密で長期的関係を築く(Johnston et al. 1988;









(Hart et al.,1997 , 1998)が「パワー」は B to B
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貴社側 31 17 25 0 1 74
仕入先と対等実地 16 49 52 0 2 119
仕入先側 14 18 78 0 0 110
サードパーティ 0 0 2 0 0 2
その他 2 0 1 0 3 6
合計 63 84 158 0 6 311












B to B によるサプライヤー数の変化につい
て，米国データの分析では未検証のままであっ





ての卸売業者は B to B によってパートナー自
体を増減させていないという事実が明らかにな
った。












































































































































パソコンやインターネットを活用した B to B
取引が確実に浸透しているという事実がある
(図８)。こうしたＩＴの変化は，B to B 普及
に次のような影響を及ぼす。一つめは，情報化














増に直結しやすいＣ側への B to B 導入は，Ｓ
側に比べてインセンティブは高い。米国型 B












開拓ではなく既存パートナーに対する B to B
化の促進を意味している(Ｉ３)。なお，このよ

























































トプレースを活用した B to B はアドホックに
必要とされる資材のスポット取引，卸売業者を
介した B to B は継続的な資材の供給を必要と
する取引と，取引の性質に応じた B to B の棲
み分けと共存が進んでいくと考えられる。
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から B to B の競争圧力を受け，それは B to B
採用後も継続する。B to B 競争圧力とは，基
本的に環境に付加された新しいタイプの交渉力
となる。









る最適な B to B 戦略もまた変貌しつつあると
考えられる。
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B to B Strategy for Wholesaling
Comparison of U. S. and Japanese Wholesalers
Hiroshi SASAKI
This study is an examination of an effective business-to-business (B to B) strategy based on
Electronic Data Interchange (EDI) for wholesalers. The focus is on two B to B phenomena : adoption
and diffusion.
Analysis of the 209 U. S. samples gathered in the year 1999 and the 605 samples gathered in Japan in
the year 2001 indicates the following :
(1) B to B adoption : Seven factors of competitive pressures on the suppliers’ side and on the custom-
ers’ side were extracted from the M.E. Porter’s five forces model. Apart from these factors, both
suppliers and customers can force wholesalers to adopt B to B systems. This pressure derived from
B to B adoption can be categorized as a different type. We analyzed the interrelationships among all
these factors and found that, in both countries, the pressure of B to B adoption was independent of
the other seven pressures, though the strength of some pressures differed from one country to an-
other.
(2) B to B diffusion : Covariance structure analysis was conducted, and we found that B to B strategy
between the U. S. and Japan was different ; U. S. wholesalers tend to drive B to B practice towards
the customers’ side, whereas Japanese wholesalers try to deepen the relationships on the suppli-
ers’ side. Japanese supplier-focused strategy is suitable, because establishing a trustworthy supply
chain in place of “Keiretsu” is especially important to sustain competitive advantage in Japan.
